
１． はじめに

日本学術振興会の学術システム研究セン

ターでは，毎年，�日本学術振興会事業にお
けるプログラムオフィサー制度の果たす役割

等について�と題して，全国で説明会を開催
している．その中で，参加者から寄せられる

熱心な質問は，事業を改善するための貴重な

フィードバックになっている．たとえば，典

型的な質問としては，次のようなものがある．

� 科研費の多くが旧帝大など一部の国立大

学に集中して配分されているのではない

か．

� 科研費について，応募件数が増加してい

るにも関わらず，予算はあまり増額され

ず，採択率が下がる傾向にあるのではない

か．

� 科研費は個人の研究を重視しているが，

研究種目のバランスは，随時変更している

と思われる．基盤研究�，�を多く採択し

てもらいたい．

� 私立大学から国立大学に転任した人が急

に科研費が採択されるようになったと言

う．国立大学に有利な審査を行っているの

ではないか．

このような質問の他に，トップダウンな要

望もある．たとえば，平成１９年６月１４日の

総合科学技術会議において承認された�競争
的資金の拡充と制度改革の推進について�
（http:／／www８.cao.go.jp／cstp／siryo／haihu

６８／siryo２-２.pdf）において，

� 研究資金の細切れ（交付期間が短い）を

極力なくし，また，類似制度・種目の整

理・統合を進めるなどにより，１件当たり

の規模を適正化し，研究者が安心して継続

的に研究できる機会を保証することで，応

募件数を大きく引き下げる．

とある．

こうした質問や要望に応えていかねばなら

ない．これらが的を射ているのかどうかを知

るには，実際の採択および応募データを調べ

る必要がある．学術システム研究センターで

は，科研費ワーキンググループを中心にし

て，科研費の採択データや応募データの分析

を開始したところである．上述の質問および

要望について，データを分析してみよう．

２． 各質問に関するデータ分析

研究機関別の採択件数

質問�に関して，平成１９年度の研究機関

別の採択件数（６４頁参照）を見てみると，
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確かに，採択件数の６０．２％は国立大学で，

私立大学の２１．９％を大きく引き離している．

それぞれの申請における採択率としては，国

立大学が４５．３％，私立大学が３５．５％であ

り，国立大学の採択率が高くなっているもの

の，極めて大きな差があるとは言えないので

はないか．

質問�に関して，表１を見てみると，新規

課題の採択率はここ数年２０％前後となって

いる．国立大学の法人化に伴い，各研究室に

運営費交付金から配分される経費が不足し，

基盤研究Ｃなどの小さな科研費の重要性が高

まり，応募件数も増えていることを考えれ

ば，要請にどうにか応えていると見ることも

できるが，やはり予算を増額して採択率を改

善していくことが不可欠であることは確かで

あろう．

質問�に関して，表１で研究種目のバラン

スを見てみると，若手研究�の採択率が

３０％前後あり，かなり高い．若手を重視し

た助成になっていることが分かる．なお，本

年度から設けられた若手向けの大型種目であ

る若手Ｓについては，本年度の採択率は極め

て低く２．８％という高嶺の花であった．これ

と同様のことは，基盤Ｓを創設した際にも生

じており，創設年である平成１３年度の採択

率はわずか２．９％であったが，翌年には

１２．４％になっている．採択率が上がったの

は，自信のある研究者のみが応募するように

なったためであると考えられる．平成１９年

度には採択率は１８．８％にまで上がっている．

今年度より始まった若手向けの大型の科研費

である若手研究�についても同様の経過を辿

るであろう．

基盤研究Ｂ，Ｃは応募・採択の件数が多

く，科研費の重要な中核をなす種目である

が，限られた予算の中で，上述したように若

手研究向けの種目の採択率を高める必要があ

ることから，基盤研究Ｂ，Ｃの採択率は全体

平均をやや上回る程度に止まっている．やは

り，科研費全体の拡充を図る中で，科研費の

中核をなす基盤Ｂ，Ｃの採択率についても改

善を図っていくことが必要である．

質問�に答えるため，２００５年と２００６年の

応募データから所属の変わっている研究者を

取り出して，採択率を調べてみた．

具体的には，次のデータを使用した．

� ２００５年秋の応募データ：１７０，５４４レコー

ド（代表，分担が別レコードになっている．）

� ２００６年秋の応募データ：１６２，８０６レコー

ド（代表，分担が別レコードになっている．

代表者のみでは，８１，０２３レコード）

� ２００６年秋申請の採択データ：１７，９６９レ

コード（採択率：２２．２％）

２００５年と２００６年の応募データより両方に

応募している研究代表者７１，４３１人を得た．

その中から，所属の変わっている研究者を取

り出したところ，２，４４４人であった．国立か

ら私立に転任している研究者が４２７人，私立

から国立に転任している研究者が１５０人で

あった．

所属の変わっている研究者から，２００６年

応募で採択されている方を取り出すと，５８５

人であり，採択率２３．９％になっている．そ

の中で国立から私立に転任した研究者が１１４

人（採択率２６．７％），私立から国立に転任し

た研究者が４０人（採択率２６．７％）であった．

このように，２００５年から２００６年の間に，

私立から国立に転任したグループと，その逆

に国立から私立に転任したグループで採択率

に差は出ていない．しかし，２００６年申請の

採択率が２２．２％であるのに対し，私立と

国立の間で転任したグループの採択率は

２６．７％であり，転任したグループの方が採

択率は高い．私立と国立間で転任したグルー

プは研究活動が活発なために，採択率が高く

なっている可能性がある．

私立大学から国立大学に転任した方が急に
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表１ 科学研究費補助金（基盤研究等）の採

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％

基
盤
研
究
�

新規 ― ― ― ― ６１ １，７１８，７００ ２．９９３．５ ７４ １，９９５，７００１２．４８９．２ ６９ １，６９２，８００１２．０８７．７

継続 ― ― ― ― ― ― ― ― ６１ １，２７８，１００ ― ― １２９ ２，２８７，１００ ― ―

新規
＋継続

― ― ― ― ― ― ― ― １３５ ３，２７３，８００２０．６ ― １９８ ３，９７９，９００ ― ―

基
盤
研
究
�

新規 ３９４ ６，６０９，４００１６．０８１．３ ４５０ ７，４４１，５００１６．９８２．７ ６０４ ９，３５４，３００２３．７８１．３ ５４４ ７，９０６，４００２１．６７７．４

継続 １，１４３ ７，１２４，４００ ― ― ９４７ ６，５１３，１００ ― ― ８６９ ６，８１２，２００ ― ― １，１２８ ９，３０５，８００ ― ―

新規
＋継続

１，５３７１３，７３３，８００ ― ― １，３９７１３，９５４，６００ ― ― １，４７３１６，１６６，５００ ― ― １，６７２１７，２１２，２００ ― ―

基
盤
研
究
�

新規 ２，６４５１７，２３９，２００１７．２７４．１ ２，７２６１７，９０５，２００１６．６７４．９ ２，７１８１７，１２５，７００２３．８７４．６ ２，６６１１７，２２４，０００２１．４７８．３

継続 ４，９１１１３，４１７，４００ ― ― ４，７２８１４，０４７，８００ ― ― ４，７８４１４，８８０，５００ ― ― ４，８３９１５，３２４，８００ ― ―

新規
＋継続

７，５５６３０，６５６，６００ ― ― ７，４５４３１，９５３，０００ ― ― ７，５０２３２，００６，２００ ― ― ７，５００３２，５４８，８００ ― ―

基
盤
研
究
�

新規 ５，８８７１０，９０３，８００２０．９７３．５ ６，２２９１１，３４４，６００２０．５７３．０ ５，６６２１０，０９７，７００２１．５７２．７ ５，８１６１０，３２９，６００２１．６７３．５

継続 ８，５４８ ７，９６３，２００ ― ― ８，４０９ ７，７６１，１００ ― ― ９，０２６ ８，７９１，５００ ― ― ８，５１４ ８，１５９，３００ ― ―

新規
＋継続

１４，４３５１８，８６７，０００ ― ― １４，６３８１９，１０５，７００ ― ― １４，６８８１８，８８９，２００ ― ― １４，３３０１８，４８８，９００ ― ―

萌
芽
研
究

新規 ９８０ １，３１５，１００１１．５７０．０ １，０７４ １，４１１，２００１１．７７０．０ １，７５０ ３，２４３，６００１３．２６６．８ １，４７８ ２，８１３，１００１０．６６８．７

継続 １，０１２ ６８４，２００ ― ― １，００７ ６８８，２００ ― ― １，０５９ ７２１，６００ ― ― １，７６８ １，７９４，３００ ― ―

新規
＋継続

１，９９２ １，９９９，３００ ― ― ２，０８１ ２，０９９，４００ ― ― ２，８０９ ３，９６５，２００ ― ― ３，２４６ ４，６０７，４００ ― ―

若
手
研
究
�

新規 ― ― ― ― ― ― ― ― ２０６ １，８９９，９００１０．３７７．３ １５５ １，４１２，２００１１．３７６．８

継続 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ２０５ １，０４６，８００ ― ―

新規
＋継続

― ― ― ― ― ― ― ― ２０６ １，８９９，９００ ― ― ３６０ ２，４５９，０００ ― ―

若
手
研
究
�
※

新規 ３，９６６ ４，９７０，７００２６．１７５．０ ４，１７０ ５，１８０，２００２７．３７４．１ ４，１５５ ６，８５４，５００３０．３７１．７ ４，２７５ ７，２７２，６００２９．８７３．１

継続 ３，９９１ ３，１０９，６００ ― ― ４，０２４ ３，１１７，６９０ ― ― ４，１３０ ３，１９４，１００ ― ― ３，９４４ ４，１３５，１００ ― ―

新規
＋継続

７，９５７ ８，０８０，３００ ― ― ８，１９４ ８，２９７，８９０ ― ― ８，２８５１０，０４８，６００ ― ― ８，２１９１１，４０７，７００ ― ―

若
手
研
究

（
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
）

新規 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

継続 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

新規
＋継続

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合

計

新規 １３，８７２４１，０３８，２００１９．８７５．０１４，７１０４５，００１，４００１９．３７５．９１５，１６９５０，５７１，４００２１．７７５．０１４，９９８４８，６５０，７００２０．８７６．０

継続 １９，６０５３２，２９８，８００ ― ― １９，０５４３０，４０９，１９０ ― ― １９，９２９３５，６７８，０００ ― ― ２０，５２７４２，０５３，２００ ― ―

新規
＋継続

３３，４７７７３，３３７，０００ ― ― ３３，７６４７５，４１０，５９０ ― ― ３５，０９８８６，２４９，４００ ― ― ３５，５２５９０，７０３，９００ ― ―

※若手研究�は平成１４年度より開始（平成１３年度までは奨励研究 A）

４０ 学 術 月 報 Vol.６０ No.１０

７９０



択件数等の推移（平成１２年度～平成１９年度）

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

採択
件数

配分額
採
択
率

充
足
率

件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％ 件 千円 ％ ％
６５ １，６９４，８００ １６．４ ８８．６ ７４ １，９９２，８００ １６．３ ８６．７ ８２ １，９７６，０００ １８．１ ８８．０ ８１ ２，０２５，３００ １８．８ ８６．１

１９２ ３，１０１，６００ ― ― ２４２ ３，６２５，７００ ― ― ２５４ ３，６１２，４００ ― ― ２６３ ３，７８８，４００ ― ―

２５７ ４，７９６，４００ ― ― ３１６ ５，６１８，５００ ― ― ３３６ ５，５８８，４００ ― ― ３４４ ５，８１３，７００ ― ―

５０９ ７，５８６，２００ ２４．０ ７７．１ ５２６ ７，７１１，０００ ２０．９ ７８．２ ５２０ ７，５６７，９００ ２０．２ ７８．０ ５４３ ７，４３７，２００ ２３．２ ７７．７

１，２８９ １０，１２８，５００ ― ― １，２４５ ９，６３８，２００ ― ― １，１７５ ９，３３１，４００ ― ― １，１８８ ９，３４５，１００ ― ―

１，７９８ １７，７１４，７００ ― ― １，７７１ １７，３４９，２００ ― ― １，６９５ １６，８９９，３００ ― ― １，７３１ １６，７８２，３００ ― ―

２，７６９ １８，０７０，０００ ２３．０ ７６．９ ２，６５４ １７，０９０，４００ ２１．９ ７７．９ ２，７２５ １７，５１０，６００ ２２．６ ７７．９ ２，６４９ １６，５９２，２００ ２３．３ ７６．８

５，１０８ １６，７７６，３００ ― ― ５，１１６ １７，２２８，５００ ― ― ５，０１５ １６，９９６，１００ ― ― ４，９４９ １７，４１８，８００ ― ―

７，８７７ ３４，８４６，３００ ― ― ７，７７０ ３４，３１８，９００ ― ― ７，７４０ ３４，５０６，７００ ― ― ７，５９８ ３４，０１１，０００ ― ―

５，９７３ １０，６９４，４００ ２２．３ ７３．９ ６，４１０ １１，３８０，４００ ２１．２ ７２．９ ６，８２９ １１，８１６，９００ ２２．０ ７３．１ ７，５００ １２，５７２，８００ ２３．０ ７３．８

９，０２０ ８，６８７，７００ ― ― ９，０７７ ８，７７５，９８６ ― ― ９，４１９ ９，１２６，３６２ ― ― ９，６９６ ９，５２１，６８７ ― ―

１４，９９３ １９，３８２，１００ ― ― １５，４８７ ２０，１５６，３８６ ― ― １６，２４８ ２０，９４３，２６２ ― ― １７，１９６ ２２，０９４，４８７ ― ―
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１，８３１ １，８８９，６００ ― ― ２，０５４ ２，１６０，６００ ― ― ２，３３７ ２，４０７，９００ ― ― ２，０５９ ２，１８７，０６５ ― ―

３，６１０ ５，２５０，０００ ― ― ３，８５５ ５，５５８，０００ ― ― ４，０１４ ５，５０７，６００ ― ― ３，８７９ ５，５０６，０６５ ― ―

２００ １，９４７，３００ １９．１ ７７．７ ３２４ ３，０６１，０００ ２６．０ ７８．４ ３３２ ３，１０５，０００ ２５．１ ７７．８ ２４４ ２，０３７，６００ １７．２ ６９．５

３０３ １，３７５，０００ ― ― ３０２ １，４７７，４００ ― ― ４５１ ２，２３２，０００ ― ― ５８５ ２，７９３，１００ ― ―

５０３ ３，３２２，３００ ― ― ６２６ ４，５３８，４００ ― ― ７８３ ５，３３７，０００ ― ― ８２９ ４，８３０，７００ ― ―

４，３０８ ７，３６６，０００ ３０．７ ７３．４ ５，０７８ ８，８０８，６００ ２９．３ ７２．９ ５，１８３ ８，８２６，５００ ２８．７ ７３．１ ５，１３２ ７，９２５，７００ ２８．８ ６８．３

５，５６５ ５，４６０，６７１ ― ― ５，８５７ ５，７７２，９３６ ― ― ６，３８４ ６，３４３，７９０ ― ― ６，６７６ ６，７９０，４７１ ― ―

９，８７３ １２，８２６，６７１ ― ― １０，９３５ １４，５８１，５３６ ― ― １１，５６７ １５，１７０，２９０ ― ― １１，８０８ １４，７１６，１７１ ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ８０３ １，０００，０００ ２０．１ ９０．４ ８３４ １，０１３，１００ ２４．１ ８９．０

― ― ― ― ― ― ― ― ０ ０ ― ― ７９０ ９４２，４１０ ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ８０３ １，０００，０００ ― ― １，６２４ １，９５５，５１０ ― ―

１５，６０３ ５０，７１９，１００ ２２．０ ７５．５ １６，８６７ ５３，４４１，６００ ２１．１ ７２．０ １８，１５１ ５４，９０２，６００ ２１．２ ７６．０ １８，８０３ ５２，９２２，９００ ２２．２ ７４．４

２３，３０８ ４７，４１９，３７１ ― ― ２３，８９３ ４８，６７９，３２２ ― ― ２５，０３５ ５０，０４９，９５２ ― ― ２６，２０６ ５２，７８７，０３３ ― ―

３８，９１１ ９８，１３８，４７１ ― ― ４０，７６０ １０２，１２０，９２２ ― ― ４３，１８６ １０４，９５２，５５２ ― ― ４５，００９ １０５，７０９，９３３ ― ―
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科研費が採択されるようになったと感じるの

は，国立大学所属になったことによるのでは

なさそうである．むしろ，研究活動が活発に

なったために，転任および科研費採択の機会

が生じたと考えられる．

なお，以上の解析は，２００６年度申請につ

いて実数を比較しただけで，上のようなこと

を示すには，統計的な有意性についての検討

が必要なのはいうまでもない．また，応募

データが電子化されたのは，２００５年度から

であり，それ以前のデータは解析できる形に

なっていない．今後，電子データ化が進め

ば，より精密な解析が行えると期待される．

３． 要望に関する分析と対応

総合科学技術会議からの要望�について

は，研究期間が短めであるために，短い研究

期間に達成可能な研究が細切れに実施される

傾向があると言われている．これを改善する

ため，今年の科研費申請から一部の種目にお

いて研究期間が１年長く設定されている．こ

れにより，研究者が継続的に安心して研究で

きるように改善されることになるが，適正な

表２ 平成１９年度科学研究費補助金 基盤研究，萌芽研究，若手研究の重複応募の状況

１． 基盤研究� 応募件数：４３１

重複応募種目 割合 件数

基盤研究�（一般） ６５．７％ ２８３

基盤研究�（海外） １．９％ ８

萌芽研究 ３３．６％ １４５

２． 基盤研究�（一般） 応募件数：２，１２４

重複応募種目 割合 件数

基盤研究� １３．３％ ２８３

基盤研究�（海外） ０．６％ １２

基盤研究�（海外） ０．９％ １９

萌芽研究 ２９．７％ ６３０

３． 基盤研究�（海外） 応募件数：２２１

重複応募種目 割合 件数

基盤研究� ３．６％ ８

基盤研究�（一般） ５．４％ １２

基盤研究�（一般） ５．９％ １３

基盤研究� ２．７％ ６

萌芽研究 １４．９％ ３３

４． 基盤研究�（一般） 応募件数：１０，３８５

重複応募種目 割合 件数

基盤研究�（海外） ０．１％ １３

基盤研究�（海外） ０．６％ ６３

萌芽研究 ３１．７％ ３，２９１

５． 基盤研究�（海外） 応募件数：９６０

重複応募種目 割合 件数

基盤研究�（一般） ２．０％ １９

基盤研究�（一般） ６．６％ ６３

基盤研究� ５．５％ ５３

萌芽研究 １４．７％ １４１

６． 基盤研究� 応募件数：３２，６４５

重複応募種目 割合 件数

基盤研究�（海外） ０．０％ ６

基盤研究�（海外） ０．２％ ５３

７． 萌芽研究 応募件数：１５，０００

重複応募種目 割合 件数

基盤研究� １．０％ １４５

基盤研究�（一般） ４．２％ ６３０

基盤研究�（海外） ０．２％ ３３

基盤研究�（一般） ２１．９％ ３，２９１

基盤研究�（海外） ０．９％ １４１

若手研究� ３．０％ ４５７

８． 若手研究� 応募件数：１，４１５

重複応募種目 割合 件数

萌芽研究 ３２．３％ ４５７
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研究費額を確保する観点を含めれば，あわせ

て予算規模を拡充する必要がある．

各研究者が多くの研究費を重複して受けて

いることも研究資金の細切れを招いていると

言われている．しかしながら，科学研究費で

は重複申請が元々制限されており，同じ種目

および異なる種目間の多くで，重複申請が禁

止されている．

表２に種目間での併願状況を示す．大型の

基盤研究�では，他の種目との重複申請が許

されており，重複申請の割合は高い．ただ

し，基盤研究�が採択されると，基盤研究�

の科研費は採択されないため，基盤研究�と

他の種目の科研費の間での重複申請は，研究

資金の細切れに結びつかない．その他の重複

申請は，ほとんど萌芽研究との重複である．

萌芽研究は，研究として軌道に乗る前の萌芽

的な試みを支援するという趣旨で設けられて

おり，他の種目と並行して給付されても問題

とはならない．

以上から，研究資金の細切れが生じるの

は，科研費の種目間での重複というよりは，

科研費以外の研究費との重複のためであり，

今後，省庁をまたがった研究費受給データ

ベースを導入することなどによって，対応し

ていくべきものではないか．

４． おわりに

学術システム研究センターに寄せられる質

問や要望に関係して，科研費のデータ分析を

試みた．統計的な有意性の検討や，より広範

なデータの解析，各種データマイニング手法

の適用など，課題は山積している．

国立情報学研究所では，科研費の採択課題

の分析で成果を挙げている．学術システム研

究センターでは，日常取り扱っている応募

データの解析を進めるべきである．こうした

研究は，研究活動を対象にしたメタ研究とし

て，興味がつきない．センターでの分析結果

を研究者の参考に資するため，いかに公表す

るか，検討中である．

近年，コンピュータネットワークの発達に

より，従来，社会学で研究されてきた社会

ネットワーク分析が注目され，その応用とし

て，ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス（SNS）が提供されるようになってきてい

る．科研費の応募や審査も社会活動の一つで

あり，データ分析を通して，研究者間のネッ

トワークや研究コミュニティを抽出して，

サービスに役立てることが重要である．日本

学術振興会の諸活動では，研究現場との意思

疎通が不可欠だからである．学術システム研

究センターの重要な研究課題になろう．
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